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長期優良住宅制度のあり方に関する検討会 主なご意見 

 

 

※ゴシック体：委員のご意見      

 明朝体  ：オブザーバー等のご意見 

 

１．総論 
 

・技術基準の検討にあたっては「長期」と「優良」のバランスが大事。技術的に高いもので

なければ長持ちしないとの誤解を市場全体に植え付けないよう留意する必要がある。 

・制度創設時より維持管理面、流通面での環境が整ってきている中で、目的をスリムアップ

して制度を再編していく機会になればよい。 

・長期優良住宅制度の目的は、ストックの質の改善と、それを流通に乗せることによる住み

替えの促進にあると考えている。 

・できていない事業者、できているが制度を活用しない事業者、それぞれに対応が必要。 

・具体的な要望を書いているのは制度を使っている人。今まで制度を使っていなかった人が

使うようになるということが非常に重要。 

・戸建住宅と共同住宅はかなり状況が異なるため、分けて議論すべき。 

・すべての事業者が長期優良住宅をつくる必要があるだろうか。中小工務店ができていない

理由について分析が必要。 

・共同住宅については制度を普及させる必要性はあまりなく、力を入れるべきは戸建住宅で

はないか。 

・賃貸住宅では住宅の性能を賃料に反映することが困難なため、仮に制度改正を行っても取

り組みは普及しないのではないか。 

・資産価値・環境性能が高い賃貸住宅について、どのように長期優良住宅制度の中で位置づ

けるか、検討する必要はないか。 

・長期にわたり優良な状態を維持するために主体的に関わる（投資する）ということを如何

に消費者に理解してもらうかが課題。 
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２．認定の枠組み 

（１）認定基準の内容 

特に共同住宅に 

おいて活用が 

進むような 

認定基準の合理化 

 

（共同住宅の認定基準に関するもの） 

劣化対策 

・劣化対策等級 3 の上乗せ要件の撤廃の検討をお願いしたい。 

・劣化対策（鉄筋コンクリート造（特に PC）の評価基準）について、

品確法の特別評価方法認定の中性化速度係数を用いて、耐久年数を

算定できるようにしていただきたい。 

・劣化対策（鉄筋コンクリート造（特に PC）の評価基準）について、

日本建築学会「建築工事標準仕様書・同解説 JASS5 鉄筋コンクリー

ト工事」3.4 節で規定される、計画供用期間「超長期（200 年）」の耐

久設計基準強度（36N/mm2）以上を確保することで、耐久年数 100

年を認めていただきたい。 

・劣化対策（鉄筋コンクリート造（特に PC）の評価基準）について、

低水セメント比（W/C=40%）以下のコンクリートの場合は、建築基

準法で規定されるかぶり厚さで、耐久年数 100 年超と評価できるよ

うにしていただきたい。 

 

耐震性 

・戸建住宅は性能面がネックになっていることはないと思われるが、

共同住宅は耐震等級、維持管理対策等級が（関西では）特に低く、こ

の点がネック。 

・超高層住宅については、性能上は長期優良住宅の認定基準に遜色な

いものができている。一方で中高層住宅の板状住棟については耐震

等級２への対応が難しい。 

・「制振」を時刻歴応答解析により、免震同様に認定要件に含める。 

・認定要件である耐震等級２の取得は工事費､住戸形状に悪影響。 

・現行制度は「限界耐力計算」主体だが、現実に建てられる案件の殆ど

は「保有水平耐力計算（耐震等級１）」。後者を前者と比較すると断面

形状が大きく、配筋量が多いので、負担できる地震力に差があると考

えられる。 

 

維持管理・更新の容易性 

・戸建住宅は性能面がネックになっていることはないと思われるが、

共同住宅は耐震等級、維持管理対策等級が（関西では）特に低く、こ

の点がネック。 

・長期優良の認定基準で、住宅性能表示制度から一部除外の要件があ

る維持管理対策等級・高齢者等対策等級について、住宅性能表示制度

それ自体の見直しを検討。 

・共同住宅、長屋の維持管理・更新の容易性の基準は RC 建物を対象と

した基準のように感じる。木造では条件をクリアすることは困難。 

 

 



 

3 

 

可変性 

・低層賃貸共同住宅等においては、所有者と住戸の関係が分譲共同住

宅等と異なるため、躯体天井高さの基準は除外できることとしてい

ただきたい。 

・共同住宅等の自己居住の住戸（2 世帯住宅、アパート併用住宅他）は、

共同住宅等とは別のカテゴリーとし、可変性の基準は除外していた

だきたい。 

・躯体天井高さ規定は、木造住宅では実質的に対応ができない。 

 

バリアフリー性 

・3 階建の賃貸用途の共同住宅等においては、居住する住戸について選

択の余地があるため、高齢者等対策のうちエレベーターの基準は除

外できることとしていただきたい。 

・長期優良の認定基準で、住宅性能表示制度から一部除外の要件があ

る維持管理対策等級・高齢者等対策等級について、住宅性能表示制度

それ自体の見直しを検討。 

 

（共同住宅・戸建住宅に関するもの） 

居住環境 

・住宅を長期にわたり利用するため、まち（地域）との関係をどのよう

に気付くかが重要となる。 

 

技術の進展等を 

踏まえた 

認定基準の 

合理化 

 

劣化対策 

・劣化対策（床下空間の有効高さの基準）について、「点検者が入って

点検をすることが前提である技術」以外の新技術を積極的に取り込

んでいただきたい。 

・劣化対策（床下換気基準、小屋裏換気基準）について、現行の仕様基

準のほか、代替措置又は性能基準を設けていただきたい。 

 

面積基準の 

あり方 

 

・面積基準は必要性について検討すべき。 

・規模の基準（少なくとも 1 の階の床面積の基準）により長期優良住

宅の認定申請を断念する事例が少なからずあるので、当該の基準あ

り方と、地域の実情等の反映について検討が望まれる。 

・規模の基準（床面積の合計の基準）について、社会情勢の変化を勘案

し、検討する必要はないか。 

 

 

 

  



 

4 

 

（２）認定の基本的枠組み 

共同住宅を 

棟単位で 

確認する枠組み 

 

・共同住宅は棟単位で考えるべき。 

・「長期優良住宅認定を取っているマンション」というアプローチで必

要な情報に接することができない、という点で戸単位は課題。 

・スケルトンは管理組合に対して棟単位で、インフィルは居住者に対

して戸単位で、と２段階で対応することも考えられるのではないか。 

・維持管理・更新の容易性について、評価住戸のみで評価をしていた

だきたい。 

 

 

現場検査により 

基準適合を 

確認する枠組み 

 

 

・長期優良住宅における検査をどのように位置付け、どのように合理

的に実施できるかについて検討が必要ではないか。 

 

 

 

（３）適切な維持管理の促進 

適切に管理された

既存住宅を 

差別化する枠組み 

 

・100 年を視野に入れつつ維持管理計画は 30 年となっている。30年経

過後をどうするか。認定を更新する仕組みがあっても良い。 

 

維持保全 

 

・定期点検実施予定者を法律上に位置付ける。 

・専門家による定期点検を義務付ける。 

・工務店が顧客に代わり維持管理を進めることも大事かと思われる。

車の車検と同じように家検制度があり費用が発生したならば税制優

遇があれば望ましい。 

・賃貸共同住宅のオーナーは一人であり、区分所有により住宅を維持

管理する場合と考え方が違うのではないか。 

・廃業の可能性もあって 20・30 年後の維持管理に対応できるか不安で

あるために、長期優良住宅に取組めないでいる個人事業者が多数い

る。 

・維持保全計画に係る金額明示の省略（30 年間の修繕費用としての妥

当性の観点でも） 
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３．制度のさらなる普及促進のための 

インセンティブのあり方 

消費者や事業者に

訴求する税財政 

融資等の支援策 

 

・長期優良住宅のインセンティブの要件が、足許に供給される共同住

宅に合っていない。 

・物件価格が上昇している中、購入者層にこれ以上の工事費アップを

転嫁できない。 

・中小工務店にとっては申請手続きが煩雑でハードルとなっている。 

・一般工務店の取組み推進のため、認定申請書の作成（外注）費の助成

等があると取組み易い（設計事務所、建材納材店、プレカット工場等

による図書作成費用の補助） 

・中小工務店について、1度申請を行えば、あとは続けて取り組むこと

ができるということはある。まずは一歩目を踏み出せるような仕組

みがあるとよい。 

 

既存流通市場に 

おいて認定住宅を

差別化する枠組み 

 

・共同住宅の維持管理のための投資に対する管理組合の合意形成を促

す上で、何らかのインセンティブが必要ではないか。 

・工務店が顧客に代わり維持管理を進めることも大事かと思われる。

車の車検と同じように家検制度があり費用が発生したならば税制優

遇があれば望ましい。【再掲】 

・長期優良住宅の高い性能・品質を長期にわたって確実に維持し続け

るために、維持保全計画に則して行われる維持保全工事に要する費

用の一部を所得税から控除する制度の創設などの検討が望まれる。

【再掲】 

・大規模修繕に対するインセンティブとして、大規模修繕の積立時点

での減税策等があり得るのではないか。 

・管理と流通の部分が制度的に弱い。 

・長期優良住宅が流通市場でどのように評価されているか分析しては

どうか。しっかり維持管理すれば市場で評価されるようになると良

い。 

・中古住宅流通において、長期優良住宅が必ずしも評価されていない。 

・既存住宅流通市場において、長期優良住宅がコストに見合った評価

がされなければ、長期優良住宅を建てない。 

・長期優良住宅は LCC で見ればメリットがあることを検証し、営業の

現場にフィードバックできると良い。 

・制度を活用するかどうかの判断材料（品質、インセンティブ、効果、

コストなど）を、行政と民間企業が協力して提供していくとよいので

はないか。 

・中古住宅が流通時に評価されるために、履歴情報や保険制度をうま

く活用できないか。 

・流通の際に維持保全状況を明示できるとよい。 

・戸建住宅は流通という点ではフィットしていない。 

・共同住宅は流通性が高く維持管理システムもきちんとあるため、管
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理、流通という点では長期優良住宅であることの優位性が出にくい。 

・長期優良住宅を流通に乗せることにインセンティブがあると良い。 

 

 

 

 

 

４．事務手続きの合理化 

（１）関係する他制度との一体的運用 

住宅性能表示制度

と 

長期優良住宅制度

の一体的な運用 

 

・建築確認申請、住宅性能表示制度との重畳的手続の共通化。 

・性能表示制度との一定的な運用は、事業者から要望の大きい申請か

ら認定までの期間短縮の観点からも重要。 

・住宅性能評価書の中で長期優良住宅基準に適合していると表示でき

ると良い。 

・長期優良住宅制度の「長期使用構造とするための措置」を住宅性能表

示制度の「住宅性能評価方法基準」で位置づけることにより、シンプ

ルな手続きにすることができるので、検討が望まれる。 

・性能表示制度は申請者に対応した制度であり、住宅の持ち主が変わ

り評価書・図書を紛失した場合には評価機関は再交付できない。長期

優良住宅制度は維持保全計画実施者が変わると届け出る仕組みとな

っており、これらの仕組みの整合を図ることができるとよい。 
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（２）認定手続きの合理化 

認定手続きの合理化 

 

電子化 

・長期優良住宅は長く追いかけていく必要。書類は電子で取っておけ

るような仕組みが必要。 

 

添付図書の省略 

・添付書類の省略について施行規則に位置付け、添付書類の合理化に

よって、電子申請の構築や申請者の事務負担軽減、適合証の偽造防

止などのメリットが期待できる。 

・技術的審査適合証を添付しての認定申請の場合、技術的審査の省

略、技術的審査にかかわる図書の省略を、明確に出来ないか。【再

掲】 

 

 

審査項目・手続きの共通化 

・各所管行政庁の異なる、所管行政庁の審査と登録住宅性能評価機関

の技術的審査項目について、整理・共通化等の検討が望まれる。 

・所管行政庁ごとの手続きが共通化されると、申請者の手続きの合理

化がしやすくなるので、検討が望まれる。 

・完了報告書の提出物も所管行政庁ごとで異なるため、整備していた

だきたい。 

 

申請時期 

・技術的審査に時間がかかり、着工までに時間がかかる。認定申請を

してからの着工よりも、自己責任でよいので技術審査の段階で着工

できるようにしていただきたい。 

・長期優良住宅認定取得手続きが事業スケジュールの長期化要因と

なる可能性がある。 

・維持管理計画の提出時期を、長期修繕計画作成時期に合わせて後倒

しできないか。 

 

申請先 

・申請書提出先を行政だけでなく、民間評価機関でも受け付けられる

ようにしていただきたい。 

 

リフォーム、計画変更の手続き 

・「各所管行政庁において「軽微な変更に該当するリフォーム工事時

に、軽微な変更の届出は要しない」という認識になるように、所管

行政庁間の意思統一を進めていただきたい。 

・新築時に長期優良住宅認定を受けた住宅の軽微な変更の手続きに

ついて、整備していただきたい。 

・維持保全計画の変更（工事中、竣工後）に係る手続きの明確化。特

に、住宅の仕様変更に伴う当該計画書の変更方法についての運用が
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不明確。 

・新築時に長期優良住宅認定を受けた住宅を増築、リフォームすると

きの手続き等について、新築同等とするのではなく、新たに基準を

設けていただきたい。 

 

譲受人の決定の手続き 

・譲受人決定から 3 か月以内に変更届を出す事について、不要又は延

長（6 ヶ月等）または完了報告の申請者名を事業者名とすることが

できないか。 

・譲受人に関する変更届について、建売の場合は特に、引き渡しまで

は解約の可能性もあるため、それまでは譲受人の決定が不確定な状

況にある。 

 

 

登録住宅性能評価 

機関による技術的 

審査の法令上の 

位置づけの明確化 

 

 

 

・技術的審査を長期優良住宅促進法に位置付けて実態に即した責任

の所在の明確化を行う。 

 

 

 

５．その他 

中小住宅生産者等に

対する効果的な 

普及啓発 

 

・中小工務店にとっては申請手続きが煩雑でハードルとなっている。

【再掲】 

・税制優遇の方に制度の重きが置かれている感覚があるので制度施

行 10 年を機に再び国による制度周知も必要に感じる。（それでも税

制優遇は必須） 

・長期優良住宅制度への消費者の認知度が低い。 

 

履歴情報の蓄積 

・活用を促進させる

方策 

 

・履歴情報の蓄積の仕組みは重要。 

・認定計画実施者（所有者）が長期にわたって効率的かつ適切に長期

優良住宅を維持保全できる仕組み（住宅履歴情報の一元化など）の

構築。 

・履歴情報の蓄積・管理を住まい手に強制しても良いかもしれない。 

 

その他 

 

・長期優良住宅において、被災を想定した制度面の仕組み作りの検討

が望まれる。 

・被災した長期優良住宅の復旧方法等は新築で用いる方法と異なる

ことについて、一定の配慮が必要ではないか。 

・長期優良住宅の認定基準を満たさない職人仕事が絶滅危惧種とな

る、という弊害も出ている。 


